
トンネル工法と免震性能最大化設計による
地上無補強完全使いながら免震レトロフィット技術の開発と実現

究極の使いながらの免震レトロフィット
1973 年竣工の建物に対し、建物を使いながら基礎下での免震化改修を施した。最小 GIS 値 0.2 程度の著しく耐震性の低い建物であったが、建物の機能を完
全に維持しながら、上部構造への補強を一切行わずほぼ建物外部からの工事のみで免震化を図り、耐震性能を大幅に向上させて安心・安全な建物に再生した。
コスト削減と完全に使いながらの免震化を実現するため、仮受杭を省略して建物基礎底面の支持地盤をトンネル状に部分掘削し、そこから免震化を行う

「トンネル工法」を設計チームで立案し、採用した。
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概要 

本技術は 1973 年竣工の建物を使いながらの基礎下免震レトロフィット改修を目的に開発し

たものである。建物の機能を維持しながら、最小 GIS 値 0.2 程度の著しく低い建物の耐震性を、

建物内部の補強を一切行わずに大幅に向上させた。建物全体の安全性を高めるため、免震層は既

存建物最下部に設けており、その施工手順の概略は次の通りである。 

① 建物を使用しながら建物下をトンネル状に掘削 

② 残った地盤で建物を支えつつ主として既存建物下部から基礎梁を補強 

③ 補強した基礎梁にジャッキを設置し、建物重量を仮受けして建物をジャッキアップ 

④ 免震層を新設し免震部材を設置し、ジャッキダウンを行い免震化 

なお、高性能な免震構造とする設計を入念に行い、地震力の低減を図ることで建物地上部への

構造補強は皆無として施工中の建物機能維持に配慮している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

トンネル工法とは 

改修前の本建物は長期許容支持力500kN/㎡以上を採用できる堅固な砂礫層を支持層とするべ

た基礎の建物であった。地上 8 階、地下 1 階で、平均接地圧は 150kN/㎡程度を示していた。本

改修にあたり、この接地圧のゆとりに着目し、基礎梁スパン中央部直下の支持地盤を側方から仮

受杭無しでトンネル状に掘削し、そのトンネルを利用して免震化工事を行う計画を採用した。

41.1m 41.1m 

6.78m 
10m 

改修後軸組図 改修前軸組図 

通常の免震化の場合 今回採用したトンネル工法 
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テーマと課題 

一般的には、直接基礎で支持されている建物の基礎下での免震レトロフィットを行う場合、建

物内部の最下層において建物重量を一定期間支えるための仮受杭を設ける工事を行う必要があ

り、騒音や振動も生じるため、建物内の一部を使用できない状況になる。また、通常の免震レト

ロフィットでは、上部構造の弱点を１００％補いきれず建物内部での補強工事が伴い、建物運用

を制限しながら工事を行う事例が多いのが実情である。 

今回の改修では、免震周期 6 秒程度の「免震性能を最大限発揮できる設計」とし建物上部の構

造補強を皆無としたことと、「トンネル工法」の採用の両輪によって、工事中も従前と変わらぬ

建物運用を継続しながら耐震性能の大幅な向上に成功したと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物内部から仮受杭施工の必要有り 

・建物最下層が使用不可 

・施工機械の搬入経路確保が困難 

上部構造の弱点の補強 

・ 建物内部での構造補強工事が必要な場

合が多く、建物運用に影響を及ぼす 

杭打機 

通常の免震レトロフィットの場合 本技術を適用した結果 

建物を支える地盤を掘削し、外部か

ら免震化を行うため、建物最下層は

工事中も従前と変わらず利用可 

高性能な免震設計とすることにより、 

上部構造の無補強を実現 



 

4.免震化工程 

まず建物外周に山留めを設け、建物東西の四隅

にトンネル掘削重機や掘削土搬出入用の縦穴を構

築し、その縦穴から建物を東西に繋ぐ 2 本のトン

ネルを構築した。建物下のトンネル掘削と並行し、

外部から既存地下二重スラブ内への侵入孔を設け、

ジャッキアップ時の反力や免震化後の大変形時に

生じる付加応力の処理を可能とするよう、既存基

礎梁の補強を行った。 

上記工程の完了後、トンネル内にジャッキを設

置して、建物重量の約半分をジャッキに受替えた。

なお、ジャッキの基礎としては、本設マットスラ

ブの約半分を先行打設したものを用いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ジャッキに建物重量の約半分が乗り移った段階

で、支持地盤に作用する接地圧が減少して掘削可

能な部分が増え、前工程の東西方向の２つのトン

ネルを南北に繋ぐ４つのトレンチを更に掘削した。

トンネル全ての掘削完了後、更にジャッキを設置

し建物全重量をジャッキに移行させた。 

建物重量が全てジャッキに移行した後は、建物

下の地盤を全て撤去して免震層を構築し、免震部

材の設置とジャッキダウンによる支承材への荷重

の移行を行い、免震化が完了するという工程とし

た。 

  

図４．免震化工程 

工程 1：山留・南北トンネル掘削 

工程 2：既存基礎梁補強 

建物に入らず 

作業可能 

工程 3：1 次ジャッキアップ（全重量の約半分を受替え） 

工程 4：トレンチ掘削・南北トンネルつなぎ 

工程 5：2 次ジャッキアップ（全重量を受替え） 

工程 6：免震層構築・免震部材設置・荷重移行 

ミニユンボによる建物下掘削 

ピット内での梁補強作業 

トンネル内より薬液注入による地盤改良 

ジャッキ・先行基礎冠水養生 

南北のトンネルをつなぐ掘削 

建物支持地盤の全掘削 

免震部材へ荷重移行 



 

5. 改修後の耐震性能 

免震部材は支承材として低摩擦の弾性すべり支

承と天然ゴム系積層ゴム支承、ダンパーとして鉛

ダンパーおよび鋼製 U 型ダンパーを用いた。免震

周期を 6 秒程度の高性能な長周期免震建物とし、

地震動入力を大幅に低減した。告示波（極稀）及

び近隣の断層（石狩低地東縁断層帯、当別断層）

を想定したサイト波を用いて検討を行い、上部構

造の応答が構造補強を全く施さなくとも弾性範囲

内に納まり、応答加速度も 100gal 程度となること

を確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6. まとめ 

建物の支持地盤を仮受杭無しに掘削するという

難易度の高い工事であったが、高い技術力を持つ

施工者と発注者、設計監理者間の緊密な連携によ

り、無事に竣工を迎えることができた。このトン

ネル工法を用いた免震レトロフィットに加えて、

高性能な免震化改修設計を併せて行う技術は、地

震国日本における様々な既存ストックの活用、歴

史的建造物の保全再生等、使いながらの免震化改

修工事への適用が可能であり、安心・安全の確保

に大きく貢献できる手法と考える次第である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*1 ㈱北海道日建設計 HOKKAIDO NIKKEN SEKKEI, Ltd. 

*2 ㈱日建設計 NIKKEN SEKKEI, Ltd. 

*3 元㈱日建設計 ex-NIKKEN SEKKEI, Ltd. 

*4 清水建設(株) SHIMIZU CORPORATION 

*5 元 清水建設(株) ex-SHIMIZU CORPORATION 
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図５．サイト波の想定震源と応答スペクトル 

図６．免震部材配置 図７．改修後の地震応答加速度 


